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町立小中学校全体の児童生徒の推移と今後の見込み
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各小中学校の児童生徒数の推移と今後の見込み
平成30年 令和5年 令和10年 令和12年 令和15年 令和22年

本郷小学校 145 127 108 104 98 85
本郷北小学校 313 218 176 169 159 139
上三川小学校 655 656 631 605 569 498
坂上小学校 108 90 86 82 77 68
北小学校 187 240 271 260 244 214
明治小学校 255 140 106 102 96 84
明治南小学校 147 121 100 95 90 79
本郷中学校 264 213 182 174 164 143
上三川中学校 355 388 362 347 326 286
明治中学校 351 261 242 231 218 191

上三川町立小中学校の学級数の推移と今後の見込み
[小学校 ] 昭和61年 平成7年 平成17年 平成27年 令和5年 令和10年 令和15年

  6 学級以下 2校 0 4校 4校 4校 ５校 5校
  7 ～ 11 学級 4校 5校 0 1校 2校 1校 1校
12～ 18学級 0 1校 3校 1校 0 0 1 校
19 ～ 24学級 1校 1校 0 1校 1校 1校 0
総学級数 69学級 79 70 68 66 60 56

　

[ 中学校 ] 昭和61年 平成7年 平成17年 平成27年 令和5年 令和10年 令和15年
  6 学級以下 0 0 0 0 0 1 校 1校
  7 ～ 11 学級 2校 2校 2校 1校 2校 1校 1校
12～ 18学級 1校 1校 1校 2校 1校 1校 1校
総学級数 32学級 34 33 36 31 26 24
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各小中学校の施設建築年数
校舎　建築年度 築年数 体育館　建築年度 築年数

本郷小学校 昭和 51年（1976） 47 平成 14年（2002） 21
本郷北小学校 昭和 57年（1982） 41 昭和 58年（1983） 40
上三川小学校 昭和 46年（1971） 52 平成 28年（2016） 7
坂上小学校 昭和 52年（1977） 46 平成 15年（2003） 20
北小学校 昭和 55年（1980） 43 昭和 56年（1981） 42
明治小学校 昭和 59年（1980） 39 昭和 62年（1987） 36

平成16年（2004）増築

明治南小学校 昭和 54年（1979） 44 平成 18年（2006） 17
本郷中学校 昭和 43年（1968） 55 昭和 59年（1984） 39
上三川中学校 昭和 49年（1974） 49 昭和 60年（1985） 38

平成3年（1991）増築

明治中学校 昭和 53年（1978） 45 昭和 53年（1978） 45
平成21年（2009）増築
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小学生の望ましい通学時間
（ 徒 歩 ）

15 分以内
    15.1%

30 分以内
    64.6%

45 分以内
    16.2%

中学生の望ましい通学時間
（ 自 転 車 ） 15 分以内

    8.9％

30 分以内
    59.0%

45 分以内
    22.4%

１学級
  6.1%

２学級
 46.2%

３学級以上
     47.6%

望ましい小学校学級数
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１～３学級
     37.5%

4 ～ 6学級
     60.1%

7 学級以上
      2.4%

望ましい中学校学級数

小学校の小規模対策
0 10 20 30 40 50 60 (%)

通学区域の変更や柔
軟な運用を検討

3.0%

25.0%

29.4%

33.8%

59.0%
小中一貫校の新設等、
新学校形態を検討
小規模校間での学校
の統廃合を検討

複式学級にになって
も存続させる

その他

8.6%

学区外通学者を増や
す方策を検討

　小学校の小規模校対策として「通学区域（学校区）の変更や柔軟な運用を検討
する」と回答した方が５９％（６１０名）で一番多かった。　「新しい学校形態」
や「学校統廃合」を回答した方は、ほぼ同じ割合であった。
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0 10 20 30 40 50 60 (%)

通学区域の変更や柔
軟な運用を検討

1.2%

13.8%

37.7%

38.8%

55.8%

児童減少が見込まれ
現状のままでよい

学校の分離新設を検
討

学区外へ通学ができ
る方策を検討

その他

小学校の大規模対策

　小学校の大規模校対策として「通学区域（学校区）の変更や柔軟な運用を検討
する」と回答した方が５５．８％（５８０名）で一番多かった。次いで、「今後は
児童生徒の減少が見込まれるため、現状のままでよい」が３８．８％（４０３名）、
また「学区外へ通学できるための方策を検討する」が３７．７％（３９２名）の順
で多かった。

中学校の教科指導対策
0 10 20 30 40 50 60 (%)

通学区域の変更や柔
軟な運用を検討

2.5%

26.7%

28.2%

33.5%

57.4%

小中一貫校の新設等、
新学校形態を検討

学校の統廃合を検討

学区外通学者を増や
す方策を検討

その他

　中学校の教科指導の課題対応方法として、１位は「通学区域の変更や柔軟な運
用の検討」が５７．４％（５９４名）であった。２位以下は、「新しい学校形態の
検討」が３３．５％（３４６名）、「学校の統廃合の検討」２８．２％（２９２名）
の順で、小学校の小規模校対策とほぼ同じような回答傾向となった。
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